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〇土壌汚染対策法第４条第３項 
（土壌汚染のおそれがある土地の形質の変更が行われる場合の調査） 

都道府県知事は、前項の規定による土地の形質の変更の届出を受けた場合において、当該土地が特定有害物質によって汚染されている

おそれがあるものとして環境省令で定める基準に該当すると認めるときは、環境省令で定めるところにより、当該土地の土壌の特定有害

物質による汚染の状況について、当該土地の所有者等に対し、前条第１項の環境大臣又は都道府県知事が指定する者（以下「指定調査機

関」という。）に同項の環境省令で定める方法により調査させて、その結果を報告すべきことを命ずることができる。 
 
○ 環境省令で定める基準（土壌汚染対策法施行規則第２６条） 

法第４条第３項の環境省令で定める基準は、次の各号のいずれかに該当することとする。 
１ 土壌の特定有害物質による汚染状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適合しないことが明らかである土地であること。 
２ 特定有害物質又は特定有害物質を含む固体若しくは液体が埋められ、飛散し、流出し、又は地下に浸透した土地であること。 
３ 特定有害物質をその施設において製造し、使用し、又は処理する施設に係る工場又は事業場の敷地である土地又は敷地であった土 
地であること。 

４ 特定有害物質又は特定有害物質を含む固体若しくは液体をその施設において貯蔵し、又は保管する施設（特定有害物質を含む液体 
の地下への浸透の防止のための措置として環境大臣が定めるものが講じられている施設を除く。）に係る工場又は事業場の敷地であ 
る土地又は敷地であった土地であること。 

５ 前３号に掲げる土地と同等程度に土壌の特定有害物質による汚染状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適合しないおそれが

ある土地であること。 
 

※ 規則第３１条第１項（法第６条第１項第１号の環境省令で定める基準） 
法第６条第１項第１号の環境省令で定める基準のうち土壌に水を加えた場合に溶出する特定有害物質の量に関するものは、特定有害

物質の量を第６条第３項第４号の環境大臣が定める方法により測定した結果が、別表第４の上欄に掲げる特定有害物質の種類の区分

に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる要件に該当することとする。 
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別表第４ 特定有害物質の種類 要件 

上欄 下欄 
カドミウム及びその化合物 検液１リットルにつきカドミウム０．００３ミリグラム以下であること。 
六価クロム化合物 検液１リットルにつき六価クロム０．０５ミリグラム以下であること。 
クロロエチレン 検疫１リットルについて０．００２ミリグラム以下であること。 
シマジン 検液１リットルにつき０．００３ミリグラム以下であること。 
シアン化合物 検液中にシアンが検出されないこと。 
チオベンカルブ 検液１リットルにつき０．０２ミリグラム以下であること。 
四塩化炭素 検液１リットルにつき０．００２ミリグラム以下であること。 
一・二―ジクロロエタン 検液１リットルにつき０．００４ミリグラム以下であること。 
一・一―ジクロロエチレン 検液１リットルにつき０．１ミリグラム以下であること。 
一・二ジクロロエチレン 検液１リットルにつき０．０４ミリグラム以下であること。 
一・三―ジクロロプロペン 検液１リットルにつき０．００２ミリグラム以下であること。 
ジクロロメタン 検液１リットルにつき０．０２ミリグラム以下であること。 
水銀及びその化合物 検液１リットルにつき水銀０．０００５ミリグラム以下であり、かつ、検液中にアルキル水 

銀が検出されないこと。 
セレン及びその化合物 検液１リットルにつきセレン０．０１ミリグラム以下であること。 
テトラクロロエチレン 検液１リットルにつき０．０１ミリグラム以下であること。 
チウラム 検液１リットルにつき０．００６ミリグラム以下であること。 
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別表第４ 特定有害物質の種類 要件 

上欄 下欄 
一・一・一―トリクロロエタン 検液１リットルにつき１ミリグラム以下であること。 
一・一・二―トリクロロエタン 検液１リットルにつき０．００６ミリグラム以下であること。 
トリクロロエチレン 検液１リットルにつき０．０１ミリグラム以下であること。 
鉛及びその化合物 検液１リットルにつき鉛０．０１ミリグラム以下であること。 
砒素及びその化合物 検液１リットルにつき砒素０．０１ミリグラム以下であること。 
ふっ素及びその化合物 検液１リットルにつきふっ素０．８ミリグラム以下であること。 
ベンゼン 検液１リットルにつき０．０１ミリグラム以下であること。 
ほう素及びその化合物 検液１リットルにつきほう素１ミリグラム以下であること。 
ポリ塩化ビフェニル 検液中に検出されないこと。 
有機りん化合物 検液中に検出されないこと。 

 
 

※ 規則第３１条第２項（法第６条第１項第１号の環境省令で定める基準） 
法第６条第１項第１号の環境省令で定める基準のうち土壌に含まれる特定有害物質の量に関するものは、特定有害物質の量を第６条

第４項第２号の環境大臣が定める方法により測定した結果が、別表第５の上欄に掲げる特定有害物質の種類の区分に応じ、それぞれ

同表の下欄に掲げる要件に該当することとする。 
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別表第四 特定有害物質の種類 要件 

上欄 下欄 
カドミウム及びその化合物 土壌１キログラムにつきカドミウム１５０ミリグラム以下であること。 
六価クロム化合物 土壌１キログラムにつき六価クロム２５０ミリグラム以下であること。 
シアン化合物 土壌１キログラムにつき遊離シアン５０ミリグラム以下であること。 
水銀及びその化合物 土壌１キログラムにつき水銀１５ミリグラム以下であること。 
セレン及びその化合物 土壌１キログラムにつきセレン１５０ミリグラム以下であること。 
鉛及びその化合物 土壌１キログラムにつき鉛１５０ミリグラム以下であること。 
砒素及びその化合物 土壌１キログラムにつき砒素１５０ミリグラム以下であること。 
ふっ素及びその化合物 土壌１キログラムにつきふっ素４０００ミリグラム以下であること。 
ほう素及びその化合物 土壌１キログラムにつきほう素４０００ミリグラム以下であること。 
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（参考） 

規則第６条 

第６条 調査実施者は、第４条第３項の規定により試料採取等の対象とされた単位区画（以下「試料採取等区画」という。）の土壌につ 

いて、次の各号に掲げる試料採取等対象物質に応じ、当該各号に定める試料採取等を行うものとする。 

一 第一種特定有害物質 土壌中の気体の採取及び当該気体に含まれる特定有害物質の種類ごとの量の測定（以下「土壌ガス調査」と 

いう。） 

二 第二種特定有害物質 土壌の採取及び当該土壌に水を加えた場合に溶出する特定有害物質の種類ごとの量の測定（以下「土壌溶出量

調査」という。）並びに土壌の採取及び当該土壌に含まれる特定有害物質の種類ごとの量の測定（以下「土壌含有量調査」という。） 

三 第三種特定有害物質 土壌溶出量調査 

２ 土壌ガス調査の方法は、次に掲げるとおりとする。 

一 試料採取等区画の中心（第３条第１項の規定により調査実施者が把握した情報により、当該試料採取等区画において基準不適合土 

壌が存在するおそれが多いと認められる部分がある場合にあっては、当該部分における任意の地点。以下「試料採取地点」という。） 

において、土壌中の気体（当該試料採取地点における土壌中の気体の採取が困難であると認められる場合にあっては、地下水）を、 

環境大臣が定める方法により採取すること。 

二 前号の規定により採取した気体又は地下水に含まれる試料採取等対象物質の量を、環境大臣が定める方法により測定すること。 
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３ 土壌溶出量調査の方法は、次に掲げるとおりとする。 

一 試料採取地点の汚染のおそれが生じた場所の位置から深さ５０センチメートルまでの土壌（地表から深さ１０メートルまでにある土 

壌に限る。）を採取すること。ただし、当該汚染のおそれが生じた場所の位置が地表と同一の位置にある場合又は当該汚染のおそれ 

が生じた場所の位置が明らかでない場合には、地表から深さ５センチメートルまでの土壌（以下「表層の土壌」という。）及び深さ 

５センチメートルから５０センチメートルまでの土壌を採取すること。 

二 前号ただし書の規定により土壌を採取した場合にあっては、採取された表層の土壌及び深さ５センチメートルから５０センチメート

ルまでの土壌を、同じ重量混合すること。 

三 第４条第３項（同項第二号ロに係る部分に限る。）の規定により３０メートル格子内にある２以上の単位区画が試料採取等区画で 

ある場合にあっては、当該２以上の単位区画に係る第一号の規定により採取された土壌（前号に規定する場合には、同号の規定によ 

り混合された土壌）をそれぞれ同じ重量混合すること。 

四 前三号の規定により採取され、又は混合された土壌に水を加えた検液に溶出する試料採取等対象物質の量を、環境大臣が定める方 

法により測定すること。 

４ 土壌含有量調査の方法は、次に掲げるとおりとする。 

一 前項第一号から第三号までに定めるところにより、試料採取地点の土壌を採取し、及び混合すること。 

二 前号の規定により混合された土壌に含まれる試料採取等対象物質の量を、環境大臣が定める方法により測定すること。 
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